
大口町告示第９３号 

 大口町障害児通所給付支援事業実施要綱の一部を改正する要綱を次のように定め

る。 

  平成２８年６月２７日 

大口町長  鈴 木 雅 博   



大口町障害児通所給付支援事業等実施要綱の一部を改正する要綱 

 大口町障害児通所給付支援事業等実施要綱（平成２５年大口町告示第２７号）の

一部を次のように改正する。 

 様式第２、様式第３、様式第７、様式第９、様式第１２及び様式第１４中 

「・不服申立て及び取消訴訟 

  １ この決定について不服があるときは、この通知書を受け取った日の翌

日から起算して６０日以内に愛知県知事に対し審査請求をすることがで

きます。なお、審査請求をした場合には、愛知県知事に申し立てれば、

口頭により意見を述べることができます。 

  ２ また、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決書を受け

取った日の翌日から起算して６月以内に大口町を被告として（訴訟にお

いて大口町を代表する者は大口町長となります。）、提起することがで

きます。なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を

経た後（次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときを除く。）でな

ければ提起することができないこととされています。 

   (1) 審査請求があった日から３月を経過しても裁決がないとき。 

   (2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避ける

ため緊急の必要があるとき。 

   (3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 ・問い合わせ先                           」を 

「・審査請求及び取消訴訟 

  １ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、愛知県知事に対して審査請求をす

ることができます。 

  ２ 処分の取消しの訴えについては、上記１の審査請求に対する裁決を経

た後でなければ提起することができません。この処分の取消しの訴えは

、この裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、
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大口町を被告として（訴訟において大口町を代表する者は大口町長とな

ります。）、提起することができます。 

なお、次のいずれかに該当する場合は、この裁決を経ずに訴訟を提起

することができます。 

   (1) 審査請求があった日から３か月を経過しても裁決がないとき。 

   (2) 処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避け

るため緊急の必要があるとき。 

   (3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

  ３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から

起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることができなくなり、

また、審査請求に対する裁決のあった日の翌日から起算して１年を経過

した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。

なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対

する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても

審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる

場合があります。 

 ・問い合わせ先                           」に 

改める。 

 様式第１６、様式第１７及び様式第１８中 

「＊ この決定に不服があれば、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６０日以内に大口町長に対して異議申立てをすることができます

。 

   この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して

６０日以内に大口町長に対して異議申立てをすることができます。また、

この処分の取消しの訴えは、この処分の通知を受けた日の翌日から起算し

て６か月以内に大口町を被告として（大口町長が被告の代表者となります

。）提起できます。（処分の通知を受けた日の翌日から起算して６か月以

内であっても、処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起
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することができなくなります。）ただし処分の通知を受けた日の翌日から

起算して６０日以内に異議申立てをした場合には、処分の取消しの訴えは

、その異議申立てに対する裁決の送達を受けた日の翌日から起算してから

６か月以内に提起することができます。 

 ・問合せ先                             」を 

「・審査請求及び取消訴訟 

  １ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った

日の翌日から起算して３か月以内に、大口町に対して審査請求をするこ

とができます。 

  ２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったこ

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に、大口町を被告として（

訴訟において大口町を代表する者は大口町長となります。）、処分の取

消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした

場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった

ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができま

す。 

  ３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合

には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年

を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す

ることができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期

間やこの処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）

があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求を

することや処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 ・問い合わせ先                           」に 

改める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行し、改正後の大口町障害児通所給付支援事業等実

施要綱の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 
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